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指定薬物に関する薬事法上の規定（規制の主要部分抜粋） 

 

 

（定義） 

第２条第１４項 この法律で「指定薬物」とは、中枢神経系の興奮若しくは抑

制又は幻覚の作用（当該作用の維持又は強化の作用を含む。）を有

する蓋然性が高く、かつ、人の体に使用された場合に保健衛生上の

危害が発生するおそれがある物（大麻取締法（昭和２３年法律第１

２４号）に規定する大麻、覚せい剤取締法（昭和２６年法律第２５

２号）に規定する覚せい剤、麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年

法律第１４号）に規定する麻薬及び向精神薬並びにあへん法（昭和

２９年法律第７１号）に規定するあへん及びけしがらを除く。）と

して、厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて指定す

るものをいう。 

 

 

（製造等の禁止） 

第７６条の４ 指定薬物は、疾病の診断、治療又は予防の用途及び人の体に対

する危害の発生を伴うおそれがない用途として厚生労働省令で定め

るもの（次条において「医療等の用途」という。）以外の用途に供す

るために製造し、輸入し、販売し、授与し、又は販売若しくは授与の

目的で貯蔵し、若しくは陳列してはならない。 

 

 

（広告の制限） 

第７６条の５ 指定薬物については、医事若しくは薬事又は自然科学に関する

記事を掲載する医薬関係者等（医薬関係者又は自然科学に関する研究

に従事する者をいう。）向けの新聞又は雑誌により行う場合その他主

として指定薬物を医療等の用途に使用する者を対象として行う場合

を除き、何人も、その広告を行つてはならない。 
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指定薬物の検査、廃棄等に関する規定 

 

 

（指定薬物である疑いがある物品の検査等） 

第７６条の５ 

 

（廃棄等） 

第７６条の７ 

 

（立入検査等） 

第７６条の８ 

 

（指定手続きの特例） 

第７７条 

 

（罰則） 

第８３条の９～第９０条 

 


